
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（１）非正規雇用労働者の正社員転換・同一労働同一賃金の実現に向けた待遇改善等 

        ５８５億円（３８５億円） 

① 非正規雇用労働者の正社員転換・同一労働同一賃金の実現に向けた待遇改善の取

組【一部新規】【一部推進枠】   ５７３億円（３７６億円） 
キャリアアップ助成金の拡充等により、非正規雇用労働者の正社員転換・待遇

改善を強力に推進する。加えて、同一労働同一賃金の実現に向け、各都道府県に

「非正規雇用労働者待遇改善支援センター（仮称）」を設置し、コンサルタントに

よる個別相談援助などを実施する。 

 
② 多様で安心できる働き方の普及拡大   ７．９億円（７．３億円） 

・ 女性の活躍促進や育児や介護との両立にも資する多様な正社員制度の導入な

ど人事制度の見直しを促進するための支援を強化する。 
・ 短時間正社員制度の導入・定着支援のため、マニュアルの活用、セミナーの

開催等により、導入手順や運用方法等の情報提供を行う。また、人材確保・定

着が課題となっている業種等を対象とした導入支援セミナーの開催、導入支援

コンサルティングの実施、モデル事例の普及を行う。 
・ 多様な正社員の導入や非正規雇用労働者の正社員転換について、モデル就業

規則の作成、企業に対するコンサルティング、好事例の収集、専用 HP による

周知・啓発、企業向けセミナーなどを実施する。 

 
③ パートタイム労働対策の推進    ７．７億円（６．９億円） 

・ パートタイム労働者の均等・均衡待遇の確保等を推進するとともに、正社員

転換推進の措置を徹底するため、パートタイム労働法の周知・指導等により、

第３ 「働き方改革」の推進などを通じた労働環境の整備・生

産性の向上 

非正規雇用労働者の待遇改善、長時間労働の是正、人材育成の強化・人材確保対策の推

進、地方創生の推進及び労働者が安全で健康に働くことができる職場づくりなどにより、労働

環境の整備・生産性の向上を図る。 

１ 非正規雇用労働者の待遇改善、長時間労働の是正等 

８１６億円（５７８億円） 
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同法の着実な履行確保を図る。 
・ パートタイム労働者と正社員の均衡の取れた賃金決定を促進するため、職務

分析・職務評価の導入支援・普及促進を行う。また、パートタイム労働者の活

躍推進への取組を積極的に進める企業を表彰し、その取組を広く発信するとと

もに、人事評価等の制度整備に取り組む事業主を支援する。 

 
④ 自らが働く一人親方や中小零細事業主が安心して就業できる環境整備【一部新規】 

        １．７億円（９百万円） 
自らが働く一人親方や中小零細事業主に対して、労災保険の特別加入制度に関

する積極的な周知広報を図るとともに、一人親方等からの労災保険に係る相談体

制等の整備を行う。 

 
（２）長時間労働の是正（一部再掲・５４ページ参照）   ９１億円（７７億円） 

① 長時間労働の是正に向けた法規制の執行強化【一部新規】 
         １０億円（５．２億円） 

月 80 時間を超える残業が疑われる全ての事業場に対する監督指導の強化を図

るとともに、時間外及び休日労働協定（36 協定）の適正な締結・届出のための周

知広報を行う等により、法規制の執行強化を図る。 
また、「労働基準法等の一部を改正する法律（案）」が成立した際には、事業主

等に対する法内容の周知等を行う。 

 
② 働き方・休み方の見直しに向けた取組の促進【一部新規】 ２２億円（２０億円） 

企業や労働者が働き方・休み方の現状や課題を自主的に評価し、改善できるよ

う「働き方・休み方改善指標」を活用したポータルサイトの機能の拡充を図ると

ともに、勤務間インターバルの導入など仕事と生活の調和に取り組む中小企業事

業主に対する支援を行う。 
また、全国の中小企業の経営者や管理職を対象に、生産性向上や長時間労働慣

行からの脱却のための支援を行う。 
さらに、IT 業界・トラック業界において、発注者や荷主と事業者の協働により、

取引の在り方の改善と長時間労働の削減を進める。 

 
③ 医療従事者の勤務環境の改善【一部新規】【一部推進枠】  

        ８．２億円（２．９億円） 
厳しい勤務環境にある医療従事者が健康で安心して働くことができる環境整備

を推進するため、医療機関に対する実態調査を引き続き実施するとともに、都道

府県や医療関係団体との連携の下、医療機関へのコンサルティング等を展開する。 
また、医療従事者（看護職員等）の身体的負担軽減に資する機器の導入費用補
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助や、都道府県医療勤務環境改善支援センターに対する指導・助言、支援センタ

ーのアドバイザーを対象とした研修のための教材開発を行う。 

 
④ 過労死等の防止       ８３億円（７４億円） 

過労死等の防止のための対策に関する大綱に基づき、過労死等に関する調査研

究等、啓発、相談体制の整備等、民間団体の活動に対する支援など、過労死等防

止対策の一層の推進を図る。 

 
（３）最低賃金の引上げと生産性の向上【一部新規】【一部推進枠】（一部再掲・５４ペー

ジ参照）        ２９億円（１７億円） 
最低賃金については、年率３％程度を目途として、名目 GDP の成長率にも配慮

しつつ引き上げていくことで、全国加重平均が 1,000 円となることを目指す。また、

経営力強化・生産性向上に向けて、中小企業・小規模事業者への支援措置を推進・

拡充する。 

 
（４）労働条件の確保・改善等（一部再掲）     ２６億円（２０億円） 

① 若者の「使い捨て」等が疑われる企業等への対応策の強化 
       ３．７億円（２．９億円） 
常設のフリーダイヤル「労働条件相談ほっとライン」を運営するとともに、相

談者が悩みに応じて各種相談窓口等に速やかにアクセスできる環境を整備する。

また、労働条件ポータルサイト「確かめよう労働条件」や就職前の学生等を対象

とした労働条件セミナーの充実、さらに大学生向けの労働関係法令に関する学習

プログラムの作成・提供を行うこと等により、地方公共団体とも連携し、労働基

準関係法令等の周知・啓発を行う。 

 
② パワーハラスメント対策の推進   １．２億円（１．３億円） 

パワハラの防止対策の周知広報、パワハラ対策導入マニュアルの普及徹底、企

業向けセミナーの実施を引き続き行うとともに、労務管理やメンタルヘルス対策

の専門家を対象にした専門的な研修を行うことにより、企業へパワハラ対策の取

組を指導できる人材を養成する。 

 
③ 早期の紛争解決に向けた体制整備等     ２１億円（１６億円） 

あらゆる労働問題に関してワンストップで対応するため、都道府県労働局の総

合労働相談コーナーにおける相談体制整備を図るとともに、紛争調整委員会によ

るあっせんの迅速な対応等により、個別労働紛争の早期の解決を促進する。 
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（５）ワーク・ライフ・バランスの実現（一部再掲・５５ページ参照） 
         １０５億円（９６億円） 

① テレワーク・在宅就業の推進【一部新規】【一部推進枠】 １７億円（１４億円） 
子育て世代のニーズに応えられるようなサテライトオフィスでのテレワークの

普及を図るため、郊外の駅の近く等の託児・学童施設に隣接・近接したサテライ

トオフィスの有効な活用方法を検証するモデル事業を実施する。 
また、良質なテレワークの更なる普及に向け、企業トップによるテレワーク宣

言の実施や表彰制度等の各省との連携、テレワークに関するガイドラインの見直

し等を実施する。 
さらに、「在宅ワークの適正な実施のためのガイドライン」の周知や、在宅就業

者や発注者等を対象としたセミナーの開催等の支援事業を実施する。 

 
② 仕事と家庭の両立支援の推進【一部推進枠】    ８８億円（８２億円） 

介護休業の分割取得などを含む改正育児・介護休業法について、改正内容の周

知や事業主への指導等を通じて、改正法の着実な施行を図る。 
また、男性の育児休業の取得促進、介護離職への対応のため、助成金の支給等

により、仕事と家庭の両立支援に積極的に取り組む事業主等を支援する。 

 
 
 
＞安定、能開、統労 

 
（１）全産業の労働生産性の向上    ４１６億円（３７４億円） 

① 労働生産性の向上のための労働関係助成金の見直し【新規】  ２．２億円 
 全産業の労働生産性を向上させるため、労働関係助成金について、生産性向上

に資する制度となるよう要件の見直しを行うとともに、利用者である事業主等に

とって分かりやすく、使いやすいものとなるよう整理統合を行う。 

 
② 労働生産性向上に資する人材育成の強化【一部新規】 ３２１億円（３１０億円） 

専門実践教育訓練給付制度、教育訓練プログラムの開発による労働者の自発的

な能力開発支援や、キャリア形成促進助成金の抜本的見直し等による企業内訓練

の推進、民間人材の活用による在職者訓練の拡充など、IT 分野をはじめ、労働生

産性向上に資する人材育成に向けた取組を一層推進する。 
また、労働者の職業生活の節目において定期的にキャリアコンサルティングを

受ける機会を設定する仕組み「セルフ・キャリアドック」を引き続き推進するほ

か、キャリアコンサルタントの専門性の向上、ジョブ・カードの活用促進等に取

り組む。 

２ 人材確保対策の推進や労働生産性の向上等による 

労働環境の整備       ６７１億円（５６３億円） 
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③ 適職を得るための労働市場の整備     ９３億円（６５億円） 

ア ハローワーク等におけるマッチング機能の強化   ３２億円（２８億円） 
・ 外部労働市場全体のマッチング機能の最大化を図るため、ハローワークの

求人情報・求職情報をオンラインで民間職業紹介事業者や地方自治体等に提

供する。 
・ 「雇用対策協定」の締結を更に推進するとともに、希望する地方自治体に

おいて、国が行う無料職業紹介等と地方自治体が行う業務をワンストップで

一体的に実施する取組の拡充を行うなど、第６次地方分権一括法による雇用

対策法の改正を踏まえ、国と地方の連携の抜本的強化を図る。 

 
イ 人材の最適配置のための職業能力評価制度の構築  ４．３億円（３．４億円） 

技能検定制度が産業界の人材ニーズに適合したものとなるよう、職種・作業

の新設・統廃合や等級・試験基準等の見直しを推進するとともに、学生・生徒

等の若年層を主な対象とした技能検定３級について、積極的な設定を進める。 
また、社内検定制度の構築に取り組む企業の開拓から検定構築のサポートま

での一貫した支援等により、社内検定の拡充・普及促進に取り組む。 

 
ウ 若者が技能検定を受検しやすい環境の整備【一部新規】 

        １７億円（１．５億円） 
ものづくり分野など地域における人材の育成を支援するため、若者の技能検

定の受検料減免措置等により、若者が技能検定を受検しやすい環境の整備に取

り組む。 

 
エ 求人内容の適正化に向けた体制整備等    ３８億円（３２億円） 

 ハローワークにおける求人について、求人記載内容の正確性・適法性を確保

するための取組を強化する。 

 
オ 企業の職場情報開示に向けた取組の推進【新規】   １．６億円 

 職場情報の「見える化」を一層進めるため、若者雇用促進総合サイトや女性

活躍推進企業データベース等について一覧化等をした、より利便性の高い情報

開示の仕組みを構築する。 

 
（２）人材不足分野等における人材確保対策の総合的な推進 ２５４億円（１８９億円） 

① 雇用管理改善による「魅力ある職場づくり」の促進 １７９億円（１２６億円） 
雇用管理改善につながる制度の導入・実施を通じて従業員の職場定着に取り組

む事業主を支援する職場定着支援助成金について、保育分野における拡充等を行

うとともに、介護、建設分野等の人材不足分野の事業主を対象として雇用管理改
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善に関する相談援助・情報提供等を強化し、「魅力ある職場づくり」を推進する。 

 
② ハローワークにおける人材確保支援の充実    ７６億円（６３億円） 

介護、看護、保育の各分野における人材確保のため、全国の主要なハローワー

クに設置された「福祉人材コーナー」を拡充するとともに、関係機関との連携強

化を図るなど、就職支援の取組を強化する。 
特に、保育分野等については、求職者の特性・ニーズに合わせた多様な訓練コ

ースの設定、シルバー人材センターの活用による高齢者の就業促進に取り組むな

ど、人材確保支援の一層の充実を図る。 
さらに、建設労働者が不足している地域の主要なハローワークにおいて、建設

人材確保のための専門相談員を配置し、きめ細かなマッチング支援を推進する。

また、警備・運輸分野においては、きめ細かな職業相談・職業紹介や面接会の実

施などに取り組む。 

 
 
 
 
（１）地域における安定的な雇用の創出等    １５３億円（８７億円） 

① 地方創生に向けた地域雇用対策の推進   １４５億円（８１億円） 
産業政策と一体となった正社員としての雇用機会創出のための都道府県の取組

を支援する「地域活性化雇用創造プロジェクト」（仮称）や市町村単位で雇用課題

の解決に取り組む「実践型地域雇用創造事業」等により、地方自治体と連携した

取組を行い、地域の実情に即した雇用創出・人材育成を推進する。 

 
② 地方への正社員就職支援の強化   ７．７億円（６．２億円） 

地方への正社員就職を促進するため、「地方人材還流促進事業」（ＬＯ活プロジ

ェクト）により、首都圏等において地方への就職を希望する若年者の掘り起こし

を図るとともに、新卒応援ハローワーク等に就職支援コーディネーター等を新た

に配置し、地方自治体等と連携した就職支援を実施する。 

 
（２）地域の創意工夫を活かした人材育成の推進    ７５億円（５５億円） 

① 地域のニーズを捉えた能力開発の推進    ５８億円（５４億円） 
人手不足分野を抱える地域において、地域の創意工夫を活かした公的職業訓練

の枠組みでは対応できない人材育成の取組を通じて当該分野における安定的な人

材の確保を目指す地域創生人材育成事業を引き続き実施する。 

 

３ 地方創生の推進     ２２８億円（１４２億円） 
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② 若者が技能検定を受検しやすい環境の整備【一部新規】（再掲・５８ページ参照） 
        １７億円（１．５億円） 

 
 
 
 
 
（１）第 12 次労働災害防止計画の着実な推進（一部再掲・５６ページ参照） 

          ７２億円（７０億円） 
第 12 次労働災害防止計画（平成 29 年度まで）において重点業種として掲げてい

る第三次産業、陸上貨物運送事業、製造業等について、各業種の特性に応じ、労働

災害の防止を図る。また、社会保障を支える介護労働者の安全衛生対策を推進する。 
2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会開催に向けた関係工事等に係

る安全対策をはじめとして、建設業における安全対策の充実を図る。 

 
（２）職場における健康確保対策の推進（一部再掲・５６ページ参照） 

          ４８億円（４７億円） 

① メンタルヘルス対策の推進      ３８億円（３７億円） 
小規模事業場に対する助成等の支援により、ストレスチェック制度等を通じた

メンタル不調の予防の推進を図る。 

 
② 治療と職業生活の両立支援      ３７億円（３６億円） 

がん等の疾病を抱える労働者が治療と職業生活を両立できる環境を整備するた

め、「事業場における治療と職業生活の両立支援のためのガイドライン」に基づき、

両立支援に取り組む企業に対する支援を行う。 

 
③ 在宅就業者の健康確保等の在り方について調査・検討 

       ３７百万円（３７百万円） 
 在宅就業者の健康確保等について調査を行って課題を整理し、「在宅ワークの適

正な実施のためのガイドライン」の見直しを行う。 

 
④ 受動喫煙防止対策の推進     １０億円（９．８億円） 

受動喫煙防止対策助成金の活用など、職場における受動喫煙防止対策を推進す

る。 

 
（３）化学物質対策、石綿ばく露防止対策の徹底  ９．５億円（８．６億円） 

改正労働安全衛生法による化学物質のラベル表示及び安全データシート（SDS）

４ 労働者が安全で健康に働くことができる職場づくり  

 １０６億円（１０２億円） 
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交付の徹底、並びに、これらを踏まえたリスクアセスメントが着実に実施されるよ

う、小規模事業場等への実践的な指導・援助等を行うとともに、化学物質取扱業務

に従事する労働者に対する教育の充実を図る。 

 
（４）労働保険未手続事業一掃対策の推進と労働保険料の収納率の向上【一部新規】 

          １３億円（１３億円） 
労働保険制度の健全な運営と費用負担の公平、労働者のセーフティネットの確保

の観点から、労働保険未手続事業一掃対策を推進するとともに、労働保険料の収納

率の向上を図る。 

 
※ 労働者災害補償保険法に基づく業務災害や通勤災害を受けた労働者への保険給付な

どとして 8,717 億円(8,763 億円)を計上  
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（１）女性活躍推進の実効性確保      ２０億円（１８億円） 

・ 女性活躍推進法に基づく行動計画や女性の活躍状況に関する情報を掲載してい

る「女性活躍推進企業データベース」について、検索機能の改善等利便性の向上

を図るとともに、より多くの企業の情報掲載が進むよう働きかけを行う。 
・ 女性活躍推進法に基づく行動計画の策定等が努力義務となっている 300 人以下

の中小企業について、行動計画策定に向けた相談支援や助成金の支給等により、

女性活躍に向けた取組を促進する。 
・ 平成 29 年１月に施行される、妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメント等

職場におけるハラスメントの防止に向けた事業主の措置の義務付けなどを内容と

する改正男女雇用機会均等法及び改正育児・介護休業法について周知・徹底を図

るとともに、職場におけるハラスメント対策を総合的に推進する。 

 
（２）女性の再就職支援の一層の推進      ３７億円（３２億円） 

 マザーズハローワーク事業について、拠点数の拡充及びニーズを踏まえた機能強

化を行う。また、マザーズハローワークにおける職業訓練受講者の支援の充実等の

ため、職業訓練受講給付金の支給業務の実施を含めたワンストップ化を推進すると

ともに、求職者支援制度の利用促進を図る。 

 
（３）女性の活躍促進に向けた職業能力開発の推進【一部新規】（一部再掲・５７ページ参

照）        １０億円（８．４億円） 
公的職業訓練において、育児等による時間的制約のある方向けの短時間訓練コー

スの設定や、託児サービス支援の提供を推進する。さらに、出産・育児等から職場

復帰する女性等のキャリアアップ・労働生産性向上に資する教育訓練プログラムを

開発する事業を新たに実施する。 

 

第４ 女性、若者、高齢者、障害者等の多様な働き手の 

参画 

全ての人材が能力を高め、その能力を存分に発揮できるよう、女性・若者・高齢者・障害者

等の活躍促進、外国人材の活用などにより、多様な働き手の参画を図る。 

１ 女性の活躍推進・ひとり親に対する就業対策の強化  

３４７億円（３１１億円） 
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（４）ひとり親に対する就業対策の強化（再掲・３０ページ参照）  
        １１５億円（１１２億円） 
経済的に厳しい状況に置かれたひとり親家庭等の自立を応援するため、子育て・

生活・就業・経済面の支援策についてとりまとめた「すくすくサポート・プロジェ

クト」に基づき、行政の支援が確実につながる仕組みを整えるとともに、平成 28
年度より拡充した高等職業訓練促進給付金の支給など、各種支援策の着実な実施を

図る。 

 
（５）生活困窮者に対する就労支援の強化等【一部新規】【一部推進枠】（後掲・６５ペー

ジ参照）        ８２億円（６２億円） 
 
（６）仕事と家庭の両立支援の推進【一部推進枠】（再掲・５７ページ参照） 

          ８８億円（８２億円） 
 
 
 
 
（１）就職氷河期世代のフリーター等に対する就職支援の強化【一部新規】 

          ８１億円（７７億円） 
いわゆる「団塊ジュニア世代」を含む就職氷河期に就職時期を迎えた不安定就労

者等に対し、短期集中的なセミナー、企業に対する雇入れ支援等を新たに実施する

ことにより、正社員就職に向けた集中的な支援を実施する。 
また、わかものハローワークにおける職業訓練受講者の支援の充実等のため、職

業訓練受講給付金の支給業務の実施を含めたワンストップ化を推進する。 

 
（２）地方への正社員就職支援の強化（再掲・５９ページ参照） ７．７億円（６．２億円） 
 
（３）既卒者・中途退学者の採用・定着支援    １００億円（８３億円） 

新卒応援ハローワーク等における個別支援による一人一人の特性に応じた職業相

談、職業紹介に加え、特定求職者雇用開発助成金（三年以内既卒者等採用定着コー

ス）の充実により、既卒者・中途退学者の就職、職場定着を促進する。 

 
（４）若年無業者等に対する就労支援の推進【一部推進枠】   ３８億円（３８億円） 

地域若者サポートステーションにおいて、高校等の関係機関との連携を強化し、

アウトリーチ（訪問）型等による切れ目のない就労支援を実施する等、高校中退者

等をはじめとする若年無業者等に対する就労支援の一層の推進を図る。 

 
（５）技能の振興       ２３億円（２．２億円） 

２ 若者の活躍促進        ２４９億円（２０７億円） 
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① 技能五輪国際大会の日本国内への誘致【一部新規】 ５．２億円（７２百万円） 
技能五輪国際大会の日本国内への誘致に向けて必要な調査等を実施し、誘致に

向けた具体的な方策を検討するとともに、出場選手の競技力向上に向けた取組を

進める。 

 
② 若者が技能検定を受検しやすい環境の整備【一部新規】（再掲・５８ページ参照） 

        １７億円（１．５億円） 

 
 
 
 
（１）企業における高齢者の定年延長・継続雇用の促進等【一部新規】  ２７億円 

65 歳以降の定年延長や継続雇用制度の導入を行う企業に対する支援を実施する

とともに、民間団体等を活用して高齢者の就業の場を提供する取組を推進する「就

労支援団体育成モデル事業（仮称）」を実施する。 

 
（２）高齢者の再就職支援の充実・強化【一部新規】    ４６億円（２５億円） 

65 歳以上の高齢者の就労を重点的に支援する「生涯現役支援窓口」、高年齢退職

予定者キャリア人材バンクの機能を拡充するとともに、高齢者の技能講習と就職支

援を一体的に実施する「高齢者スキルアップ・就職促進事業（仮称）」を創設する。 

 
（３）地域における就業機会の確保に向けた取組の強化【一部新規】【一部推進枠】 

        １５４億円（１３０億円） 
改正高年齢者雇用安定法に基づき地域に設置される協議会の設置促進、協議会か

らの提案に基づき実施する「生涯現役促進地域連携事業」を拡充するとともに、「地

域就業機会創出・拡大事業」の拡大等によりシルバー人材センターの機能を強化す

る。 

 
 
 
 
（１）精神障害・発達障害・難病患者など多様な障害特性に応じた就労支援の推進【一部

新規】【一部推進枠】       ５２億円（４０億円） 
・ 平成 30 年４月より、法定雇用率の算定基礎に精神障害者が追加されることに伴

う法定雇用率の見直しに向けて、精神科医療機関とハローワークの連携強化、職

場における精神・発達障害者しごとサポーター（仮称）の養成、精神障害者雇用

トータルサポーターの体制拡充など、精神障害者・発達障害者・若年性認知症患

者等に対する就労支援を強化する。 

３ 高齢者の活躍促進     ２２７億円（１５５億円） 

４ 障害者、難病・がん患者等の活躍促進  ２７８億円（２３５億円） 

－64－



・ ハローワークが地域の関係支援機関等と連携して、就職から職場定着まで一貫

した支援を行う「チーム支援」の実施体制を強化するなど、企業と障害者のマッ

チングを促進する。また、ICT を活用したテレワークによる在宅雇用の促進に向

けた支援や、雇用に移行するための準備段階にある在宅就業障害者に対する支援

を実施するとともに、農業分野を含めた障害者雇用の職域拡大を図る。 
・ 難病相談支援センター等との連携によるきめ細かな就労支援を実施するハロー

ワークの「難病患者就職サポーター」を増員するなど、難病患者に対する就労支

援を推進する。 
・ 精神障害者等の職業訓練を支援するため、職業訓練校に精神保健福祉士を配置

してそのサポートを受けながら職業訓練を受講できるようにするとともに、障害

者職業能力開発校において本訓練受講前に職業訓練への適応を促すための導入訓

練を実施する。 

 
（２）障害者及び企業への職場定着支援の強化    ９１億円（８３億円） 

・ 障害者及び企業への職場定着支援を強化するため、障害者就業・生活支援セン

ターの体制を拡充し、地域就労支援力を強化する。 
・ 障害特性を踏まえた雇用管理・雇用形態の見直しや、柔軟な働き方の工夫、職

場適応・定着等のための取組を行う中小企業をはじめとする事業主への支援を充

実する。 

 
（３）がん等の疾病による長期療養が必要な労働者や生活困窮者に対する就労支援の強化

等【一部新規】【一部推進枠】（一部再掲・６０ページ参照） 
        １２９億円（１０７億円） 
・ ハローワークの専門相談員が、がん診療連携拠点病院等と連携して実施するが

ん患者等に対する就職支援について、治療と両立できる求人の確保等を推進する

とともに、拠点数の拡充を図る。 
・ 生活保護受給者等の就労促進に向けて、地方公共団体へ設置するハローワーク

の常設窓口を増設し、当該窓口に配置する就職支援ナビゲーターを増員するとと

もに、事業主に対する支援や職場定着支援の充実を図り、就労による自立を促進

する。 
・ ハローワークと刑務所・保護観察所等が連携して実施する「刑務所出所者等就

労支援事業」について、就職支援ナビゲーターを増員する等、その強化を図る。 
・ 産業保健総合支援センターにおいて、治療と職業生活の両立支援に取り組む企

業に対する支援を行う。 

 
（４）難病患者の活躍促進【推進枠】（後掲・７１ページ参照） ５．３億円（４．５億円） 

難病患者の長期療養生活上の悩みや不安を和らげ、社会参加への意欲を高めるた

め、難病相談支援センターの実施体制を充実・強化し、地域の様々な支援機関と連
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携した相談支援体制の構築などを図る。 

 
（５）若年性認知症施策の推進（再掲・４８ページ参照 ） １．５億円（８７百万円） 
 
 
 
 
（１）留学生・定住外国人の就職支援の更なる展開と支援体制の強化【一部新規】【一部推

進枠】         ２１億円（１９億円） 
・ 留学生の日本国内での就職率を 2020 年度までに 50％以上とするため、外国人

雇用サービスセンター等において留学生向け面接会の地方開催や、在学早期段階

からの就職啓発セミナーやインターンシップの充実を図るとともに、企業からの

雇用管理に関する相談体制を強化する。 
・ 定住外国人を対象に、日本語コミュニケーション能力の向上、我が国の労働法

令等に関する知識の習得に係る講義等を内容とした外国人就労・定着支援研修の

充実等を通じて、安定就労を更に推進する。 

 
（２）技能実習制度の適正かつ円滑な推進     ３９億円（２３億円） 

外国人技能実習制度の見直し等、制度の適正かつ円滑な推進を図る。 

 
（３）経済連携協定などの円滑な実施【一部新規】  ５．２億円（３．７億円） 

経済連携協定（EPA）などに基づきインドネシア、フィリピン、ベトナムから入

国する外国人看護師・介護福祉士候補者について、その円滑かつ適正な受入れ及び

受入れの拡大のため、看護・介護導入研修を行うとともに、受入施設に対する巡回

指導や学習環境の整備、候補者への日本語や専門知識の習得に向けた支援等を行う。 

 
 
 
 
（１）雇用保険制度、求職者支援制度によるセーフティネットの確保 

         １，４８７億円（１，５２４億円） 
労働者の失業中の生活及び雇用の安定を図るとともに、早期再就職を支援するセ

ーフティネットを確保するため、雇用保険制度及び求職者支援制度に必要な経費を

確保し、持続可能で安心できる制度を確実に運営する。 

 
（２）生活困窮者に対する就労支援の強化等【一部新規】【一部推進枠】（再掲・６５ペー

ジ参照）        ８９億円（６８億円） 
 

５ 外国人材の活用・国際協力         ６５億円（４６億円） 

６ 重層的なセーフティネットの構築  １，５７６億円（１，５９２億円） 
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（１）新型インフルエンザ等の感染症対策の強化【一部新規】【一部推進枠】 

        １７４億円（１３９億円） 
新型インフルエンザ等の感染症の発生に備え、プレパンデミックワクチンの備蓄、

感染症危機管理オペレーションセンターの設置、検疫による水際対策等を推進する。 

 
（２）ＡＭＲ（薬剤耐性）対策の推進【一部新規】【推進枠】  ５．７億円（６百万円） 

「薬剤耐性（AMR）対策アクションプラン」（平成 28 年 4 月 5 日国際的に脅威と

なる感染症対策関係閣僚会議決定）に基づき AMR 対策を推進するため、調査研究、

国際協力、普及啓発を行う。また、薬剤耐性に関する調査、研究を行う薬剤耐性感

染症制御研究センター（仮称）を国立感染症研究所へ設置するとともに、薬剤耐性

に関する臨床情報を集約し、医療従事者等に向けたオンラインでの情報や研修機会

を提供する機能を担う「AMR に関する臨床情報センター」を国立国際医療研究セン

ターに設置する。 

 
（３）エイズ対策の推進【一部推進枠】（一部再掲・４２ページ参照） 

          ４７億円（４５億円） 
HIV 検査・相談について、引き続き、夜間・休日対応など利便性に配慮した体制

の整備を進めるとともに、検査の必要性が高い対象者やこれらの対象者の多い地域

への重点化等を図り、効率的・効果的な施策を推進する。 

 
（４）予防接種の推進【一部新規】【一部推進枠】    ５７億円（１６億円） 

「予防接種に関する基本的な計画」（平成 26 年４月告示）に基づき、より有効か

つ安全な予防接種の推進を図るとともに、質の高いワクチンの研究・開発を促進す

るためのファンドの創設等を行う。 

 

第５ 健康で安全な生活の確保 

健康長寿社会の実現を目指し、新型インフルエンザ等の感染症対策、がん・肝炎・難病等

の各種疾病対策や健康づくり・生活習慣病の予防等の健康増進対策などを推進する。 

また、医薬品などの安全対策の強化や信頼性の確保、薬物乱用対策の推進、輸入食品な

どの食品の安全対策、強靱・安全・持続可能な水道の構築などを推進する。 

１ 感染症対策      ２９２億円（２０９億円） 
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（５）ＨＴＬＶ－１関連疾患に関する研究の推進（再掲・４２ページ参照） 
          １０億円（１０億円） 
ヒトＴ細胞白血病ウイルス１型（HTLV-1）への感染防止及びこれにより発症する

成人Ｔ細胞白血病（ATL）や HTLV-1 関連脊髄症（HAM）の診断・治療法等に関す

る研究について、感染症・がん・難病・母子保健対策関連研究事業が連携すること

により、総合的な推進を図る。 

 
 
 
 
 
（１）がん対策      ３６４億円（３５６億円） 

平成 27 年 12 月に策定した「がん対策加速化プラン」に基づき、「予防」「治療・

研究」「がんとの共生」を３本の柱として取組を進めるとともに、平成 29 年６月に

見直す予定の次期「がん対策推進基本計画」を見据え、がん対策をさらに推進する。 

 
① がんの予防【一部推進枠】    １８６億円（１８７億円） 

がんを早期に発見し、がんによる死亡者を減少させるため、がん検診受診率向

上に効果の大きい個別の受診勧奨・再勧奨を、対象年齢を拡充して実施するとと

もに、子宮頸がん検診・乳がん検診の初年度対象者にクーポン券を配布する。ま

た、精密検査受診率向上のため、精密検査未受診者に対する受診再勧奨を実施す

る。 

 
② がんの治療・研究【一部新規】【一部推進枠】（一部再掲・４１ページ参照） 

       １６８億円（１５８億円） 
・ がんのゲノム医療の実用化に必要な医療従事者を育成するとともに、がん相

談支援センターにおけるゲノム医療に関する相談の対応方法について検討する。 
・ 小児がん拠点病院などで小児・AYA 世代（思春期世代と若年成人世代）の長

期フォローアップを担当する多職種協働チームを育成する。 
・ がん診療連携拠点病院などにゲノム医療や集学的治療（手術療法、放射線療

法、化学療法などを効果的に組み合わせた治療）の臨床研究を支援する遺伝カ

ウンセラーや臨床研究コーディネーター（CRC）を配置する。 
・ ライフステージやがんの特性に着目した研究（小児・AYA 世代のがん、高齢

者のがん、難治性がん、希少がんなど）、ゲノム医療の実現に資する研究、支持

療法（がんの治療に伴う副作用・合併症・後遺症に対する予防とケア）に関す

る研究などを重点的に推進する。 

 

２ がん対策、肝炎対策、健康増進対策  

      １，１４８億円（１，１４６億円） 
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③ がんとの共生【一部新規】      １１億円（１１億円） 
すべての医療従事者が基本的な緩和ケアの知識と技術を身につけるため、緩和

ケア研修を再構成し、がんの緩和ケアの底上げ・充実を図る。また、がん患者の

療養生活の最終段階における実態を把握するため、遺族を対象とした調査の予備

調査を実施する。 

 
（２）肝炎対策      １７９億円（１８６億円） 

① 早期発見・早期治療を促進するための環境整備 １３９億円（１５０億円） 
肝炎対策基本指針の改定（平成 28 年６月）を踏まえ、肝硬変・肝がんへの移行

者を減らすことを目標に、肝炎に対する正しい知識の普及啓発、肝炎ウイルス検

査や肝炎患者への医療費の助成などの肝炎対策を総合的に推進する。 

 
ア 肝炎ウイルス陽性者のフォローアップによる重症化予防の推進 

         ３１億円（１８億円） 
肝炎ウイルス検査で陽性と判定されながらも医療機関未受診の者がみられる

ことから、陽性者に対し、医療機関への受診勧奨を行うとともに、初回精密検

査、定期検査費用に対する助成措置を拡充することにより、肝炎患者を早期治

療に結びつけ、重症化の予防を図る。 

 
イ 職域検査への取組の促進【新規】     ８．７億円 

職域における肝炎ウイルス検査の実施の促進のため、検診機関及び事業者等

との連携が図られるよう、都道府県等に対して必要な支援を行う。 

 
ウ ウイルス性肝炎に係る医療の推進    ７１億円（１０４億円） 

B 型肝炎・C 型肝炎のインターフェロン治療、インターフェロンフリー治療

及び核酸アナログ製剤治療に係る患者の医療費の負担を軽減することにより、

適切な医療の確保及び受療促進を図る。 

 
エ 肝疾患診療地域連携体制の強化   ６．２億円（６．２億円） 

都道府県や肝疾患診療連携拠点病院、肝炎情報センターに対して、地域にお

ける肝疾患診療連携体制の強化に必要な支援を行うことにより、肝炎患者に対

する治療や就労に関する相談支援等の体制整備を図る。 

 
② 肝炎治療研究などの強化【一部推進枠】（一部再掲・４２ページ参照） 

         ４０億円（３７億円） 
今年度、中間見直しが行われる「肝炎研究 10 カ年戦略」の方向性を踏まえ、B

型肝炎の画期的な新規治療薬の開発を目指した創薬研究や肝硬変の病態解明と新
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規治療法の開発を目指した研究等を推進する。 

 
（３）B 型肝炎訴訟の給付金などの支給   ５７２億円（５７２億円） 

特定 B 型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法に基づき、B 型

肝炎ウイルスの感染被害を受けた方々への給付金などの支給に万全を期すため、社

会保険診療報酬支払基金に設置した基金に給付金などの支給に必要な費用の積み増

しを行う。 

 
（４）健康増進対策        ３６億円（３３億円） 

① 健康づくり・生活習慣病対策の推進【一部新規】【一部推進枠】 
         １６億円（１７億円） 
スマート・ライフ・プロジェクトにより企業・民間団体・自治体相互の連携を

図るとともに、「健康日本２１（第二次）」を着実に実施し、健康寿命の延伸、健

康格差の縮小、たばこ対策等を推進する。また、平成 28 年６月に実施した厚生労

働省行政事業レビューの公開プロセスの結果などに基づき、健康増進事業（健康

相談等）における事業全体の効果検証等を行い、PDCA サイクル体制の構築等を

推進する。 

 
② 生活習慣病予防に関する研究などの推進【一部推進枠】（一部再掲・４２ページ参

照）         １９億円（１６億円） 
生活習慣病の予防、診断及び治療に係る研究を体系的に実施する。特に、たば

こ対策、健康診査等、脳卒中を含む循環器疾患、糖尿病に関する研究を重点的に

推進する。 

 
 

 
 

 
 
（１）難病・小児慢性特定疾病対策     １，５０４億円（１，４４３億円） 

① 難病対策       １，３２７億円（１，２６９億円） 

ア 医療費助成の実施（一部社会保障の充実）１，１９７億円（１，１５６億円） 
難病患者に対する医療費助成に必要な経費を確保し、患者の医療費の負担軽

減を図る。 

 

３ 難病などの各種疾病対策、移植医療対策 

      １，５４９億円（１，４８３億円） 
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イ 難病患者の社会参加と難病に対する国民の理解の促進のための施策の充実【一

部推進枠】        ２２億円（１１億円） 
地域の様々な支援機関と連携した相談支援体制の構築など、難病相談支援セ

ンターの実施体制を充実・強化すること等により、難病患者の長期療養生活上

の悩みや不安を和らげ、社会参加への意欲を高めるとともに、難病についての

理解を深める取組を推進し、難病患者が社会参加しやすい環境の整備を図る。 

 
ウ 難病に関する調査・研究などの推進【一部推進枠】（一部再掲・４２ページ参照） 

       １０８億円（１０１億円） 
難病研究を総合的・戦略的に実施するため、全国規模のデータベースにより

集められた難病患者の情報を活用するなどして、疫学調査、病態解明、新規治

療法の開発、再生医療技術を用いた研究を行う。 

  
② 小児慢性特定疾病対策【一部推進枠】（一部社会保障の充実） 

       １７７億円（１７５億円） 
慢性的な疾病を抱える児童等に対する医療費助成に必要な経費を確保し、患児

家庭の医療費の負担軽減を図る。 
また、慢性的な疾病を抱える児童等の自立を促進するため、療養生活に係る相

談や地域の関係者が一体となって自立支援を行うための事業を行う。 
さらに、小児期から成人期への円滑な医療の移行を実施するためのモデル事業

を行う。 

 
（２）各種疾病対策       １３億円（８．１億円） 

① リウマチ・アレルギー対策などの推進【一部推進枠】（一部再掲・４２ページ参照） 
    １１億円（６．８億円） 
リウマチ・アレルギー対策の推進のため、引き続き、治療法の開発や医療の標

準化に資する研究の推進、患者やその家族の悩み・不安に対応するための相談員

の資質の向上を図るとともに、アレルギー医療の均てん化を図るため、医師向け

の研修会を新たに行う。 
また、アレルギー対策については、アレルギー疾患対策基本法に基づく基本指

針の策定を見据え、総合的な対策を推進する。 

 
② 慢性疼痛対策の推進【一部新規】【一部推進枠】（一部再掲・４２ページ参照） 

   ２．１億円（１．３億円） 
慢性の痛みに対して診療科間が連携して診療を行う体制を備えた痛みセンター

と地域の医療機関が連携し、慢性の痛みを抱えた患者に対して、地域で学際的診

療を行う診療モデルの構築を推進する。 
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また、引き続き、慢性の痛みに関する診断・治療法の研究開発や患者に対する

相談、国民の理解の促進など、患者の生活の質の向上を図る取組を推進する。 

 
（３）移植医療対策        ３２億円（３２億円） 

① 造血幹細胞移植対策の推進【一部新規】    ２０億円（１９億円） 
移植に用いる造血幹細胞の適切な提供の推進を図るため、造血幹細胞移植に必

要な基盤（バンク）の安定的な運営の支援、造血幹細胞移植推進拠点病院の体制

強化、治療成績等のデータ収集・分析を進める。 

 
② 臓器移植対策の普及・推進【一部新規】    ６．３億円（８億円） 

臓器移植を推進するため、より効果的な普及啓発を実施する。また、適切な選

択肢提示方法を充実させ、脳死判定を行う医療施設の体制構築を支援するととも

に、適切なあっせん体制を整備するための取組を行う。 

 
③ 移植医療に関するシステムの構築【推進枠】  ３．４億円（３．３億円） 

骨髄・末梢血幹細胞移植、臍帯血移植ごとに管理されている造血幹細胞移植関

連情報について、一元的に管理するシステムを構築し移植医療の ICT 化を推進す

る。 

 
 
 
 
（１）健康安全・危機管理対策総合研究の推進【一部推進枠】（再掲・４２ページ参照） 

        ２．９億円（２．７億円） 
大規模災害やテロリズム等の健康危機管理事案の発生に備えた体制の確保、危機

情報の共有や活用、地域での健康危機管理体制の基盤強化等に資する健康安全・危

機管理対策に関する総合的な研究を推進する。 

 
（２）健康危機管理体制の整備    １．１億円（１．２億円） 

熊本地震を教訓として、非常時に健康危機管理体制が十分に機能するよう、平時

から、各種訓練の実施、地域での連携体制の構築等を行うとともに、地域での健康

危機事例に的確に対応するため、専門家の養成等を行う。 

 
 
 
 
 

５ 医薬品、薬物等に関する安全・信頼性の確保など  

１９億円（５．６億円） 

４ 健康危機管理・災害対策の推進   ４．１億円（３．９億円） 
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（１）医薬品等の安全対策の充実、きめの細かい対応  ７．７億円（２．７億円） 

① 医療情報データベースを活用した医薬品等安全対策の推進【一部新規】【推進枠】 
        ７．２億円（２．６億円） 

平成 30 年度の医療情報データベースシステム（MID-NET）本格運用に向け、製薬

企業やアカデミア等による利活用を見据えて、円滑な運用と利便性の向上を図る観

点から、オンサイトセンターの整備やシステムの機能強化等の環境整備を進める。 

 
② 妊婦・小児向け安全対策の強化とリスクコミュニケーションの推進【一部新規】 

         ４６百万円（７百万円） 

妊婦や小児に対する医薬品投与に関する情報は少なく、添付文書への記載も限ら

れていることから、収集された情報の評価、検討を実施し、必要に応じて添付文書

への反映、情報提供などができる体制にする。 

また、患者が副作用への理解を深めるため、より分かりやすい情報の提供を推進

する。 

 

 
（２）医薬品、薬物等に関する安全・信頼性の確保    ４．５億円 

① 化血研事案を踏まえた医薬品等の安全・信頼性の確保【新規】 ４．４億円 

化血研事案のような組織的隠蔽による不正行為を発見するため、国内製造所への

抜き打ちによる立入検査及び海外製造所への立入検査が効果的に実施できるよう、

GMP 査察体制の抜本的強化を図る。 

 
② 薬物乱用総合対策事業【新規】     １１百万円 

平成 29 年４月、内閣府より『薬物乱用対策推進本部』の事務局機能が移管され

ることに伴い、これまで内閣府で行ってきた薬物乱用防止五か年戦略の策定、各種

会議の運営、広報啓発業務等を実施する。 

 
（３）危険ドラッグ対策の推進    １．７億円（１．８億円） 

インターネットやデリバリーなど販売方法が多様化、潜行化する危険ドラッグの

根絶に向けて、引き続き試験検査体制の確保等を図る。 

 
（４）薬物などの依存症対策の推進【一部推進枠】  ５．３億円（１．１億円） 

薬物・アルコール等の依存症対策の全国拠点機関を指定し、地域における研修講

師の養成や依存症回復施設職員への研修、都道府県等に対する情報提供等を行うと

ともに、都道府県等において、地域における人材養成や、相談拠点機関の充実、専

門医療機関の指定等、民間団体等の関係機関と連携した地域の支援体制づくりのた

めの取組を推進する。 
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 また、依存症の正しい理解を広めるための普及啓発を実施する。 

 
 
 
 
（１）TPP 協定の批准・発効に向けた残留農薬等の規格基準策定の推進【一部新規】 

          １３億円（１１億円） 
残留農薬の基準設定について、国際的にも急性毒性の指標として用いられる急性

参照用量（ARfD）（※）を考慮した残留基準の見直しを計画的に進める。 
また、残留基準の適否を確認する分析法の開発を推進する等、輸入食品の適切な

監視指導を徹底するための体制強化を図る。さらに、残留農薬や食品添加物につい

て、最新の科学的知見や国際動向を踏まえた、より迅速な基準等の設定が行えるよ

う審査体制を強化する。 
※ 急性参照用量（ARfD）：ヒトがある物質を 24 時間または、それより短時

間の間の経口摂取を行っても、健康に悪影響が生じないとされる体重１kg 当

たりの摂取量 

 
（２）HACCP の義務化など国内外の状況を踏まえた的確な監視・指導対策の推進 

【一部新規】      ２．７億円（２．４億円） 
食品等事業者の衛生管理水準の更なる向上を図るとともに、輸出先国が求める

衛生管理基準に対応した食品の輸出促進につなげるため、国内の HACCP（※）

の義務化を含めた制度改正に向けた検討をはじめ、HACCP 普及のための事業者

や地方公共団体の人材育成事業、輸出相手国との相互認証の推進などの各種施策

を実施する。 
※ HACCP（Hazard Analysis and Critical Control Point）： 食品の製造・

加工工程で発生するおそれのある微生物汚染等の危害をあらかじめ分析し、

特に重要な対策のポイントを重要管理点として定めた上で、これを連続的に

監視することにより製品の安全を確保する衛生管理の手法 

 
（３）検疫所における水際対策等の推進    １００億円（９５億円） 

① 訪日外国人旅行者の急増に伴う検疫体制の強化【一部新規】【一部推進枠】 
        １００億円の内数（９５億円の内数） 

「明日の日本を支える観光ビジョン」における訪日外国人旅行者数の目標

（2020 年に 4000 万人）に向けて、国際的に脅威となる感染症の水際対策に必要

な検疫機能の強化を図るため、人員の確保や患者搬送車両等の物的体制の整備を

行うことにより、訪日外国人旅行者の急増を踏まえた検疫体制を確保する。 

 

６ 食の安全・安心の確保など    １２８億円（１２０億円） 
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② ＴＰＰ協定の批准・発効に向けた輸入食品の監視体制の強化【一部新規】 
        １００億円の内数（９５億円の内数） 

ＴＰＰ協定により、我が国への海外からの輸入食品の増加が見込まれることか

ら、食の安全・安心を守るため輸入食品の適切な監視指導を徹底するための人員

を含めた体制強化を図り、輸入食品監視指導計画に基づく検疫所における監視指

導を強化する。 

 
（４）食品安全に関するリスクコミュニケーションの実施等   １２億円（１１億円） 

① 食品に関する情報提供や意見交換（リスクコミュニケーション）の推進 
         ９百万円（９百万円） 
食品安全に対する消費者の意識の高まりなどに対応するため、食品安全基本法

や食品衛生法に基づき、消費者等への積極的な情報提供や双方向の意見交換を行

う。 

 
② 食品の安全の確保に資する研究の推進【一部推進枠】 ７．７億円（６．９億円） 

食中毒の予防や食品中の化学物質等の基準設定、検査法等の課題について、科

学的根拠に基づく調査研究を進める。 

 
③ カネミ油症患者に対する健康実態調査等の実施 ４．３億円（４．３億円） 

カネミ油症患者に対する総合的な支援施策の一環として、ダイオキシン類を直

接経口摂取したことによる健康被害という特殊性を踏まえ、患者の健康実態調査

を実施し、健康調査支援金の支給等を行う。 

 
 
 
＞生食 

 
老朽化施設の計画的な更新、簡易水道の統合の推進、水道施設の耐震化の推進等、緊

急性・必要性の高い事業について支援を行うとともに、広域化推進に資する人材派遣、

施設整備の支援を行うなど、将来にわたり持続可能で強靱な水道の構築を図る。 

 
 

 

旅館・ホテル、飲食店等の生活衛生関係営業においても、2020 年の東京オリンピック・

パラリンピック開催などを控え、急増する訪日外国人旅行者への対応に取り組む生活衛

生関係営業者への支援を行うとともに、引き続き、衛生水準の確保・向上、相談支援体

制の強化等を行う。 

７ 強靱・安全・持続可能な水道の構築【一部新規】【一部推進枠】

    ５２５億円（３３９億円）※他省庁分を含む 

８ 生活衛生関係営業の活性化や振興など    ４３億円（３６億円） 
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高齢化が進む原爆被爆者の援護施策として、医療の給付、諸手当の支給、原爆養護ホ

ームの運営、調査研究事業、被爆建物の保存など総合的な施策を引き続き実施する。 
また、被爆者の健康増進を図るため、老朽化している被爆者保養施設の修繕費等への

補助を行うとともに、長崎の被爆体験者の高齢化への対応として、被爆体験者への医療

費助成対象疾患に脳血管障害の追加を行う。 

 
 
 

 
偏見・差別の解消に向けて、ハンセン病問題に関する正しい知識の一層の普及啓発等

を進めるため、国立ハンセン病資料館等の学芸員を増員するとともに、収蔵庫を新たに

整備し、資料館活動の充実を図る。また、ハンセン病療養所の入所者に対する必要な療

養を確保し、退所者等への社会生活支援策等を実施するとともに、退所者給与金を受給

していた者の配偶者等への支援を行う。  

９ 原爆被爆者の援護    １，３２７億円（１，３６２億円） 

１０ ハンセン病対策の推進    ３７５億円（３６２億円） 
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（１）世帯全体の複合的な課題を受け止める包括的・総合的な相談支援等の推進 

       １０億円（５億円） 
育児、介護、障害、貧困、さらには育児と介護に同時に直面する家庭など、世帯

全体の複合化・複雑化した課題を受け止める総合的な相談支援体制づくりを進める。

また、包括的・総合的な相談体制の構築を目指して、各分野における相談体制の充

実を図る。 

 
① 多機関の協働による包括的支援体制構築事業【推進枠】  １０億円（５億円） 

相談者本人のみならず、育児、介護、障害、貧困、さらには育児と介護に同時

に直面する家庭など、世帯全体の複合化、複雑化した課題を的確に捉え、分野別

の相談支援体制と連動して対応することができる総合的な相談支援体制を構築す

る。 
具体的には、複合的な課題を抱える相談者を支援するために、各制度ごとの相

談支援機関を総合的にコーディネートするため市町村において専門職を配置し、

包括的な相談体制を構築する事業を実施する。 

 
② 各分野における相談体制の充実 

妊娠期から子育て期にわたるまで切れ目なく地域における子育てを支援する子

育て世代包括支援センターの設置（保健師等の配置）、ワンストップで寄り添い型

支援を行うひとり親家庭の相談窓口の設置、専門的職員を配置した障害者基幹相

談支援センター等における地域の相談支援体制の強化、地域包括支援センターに

おける総合相談支援業務、生活困窮者自立相談支援機関における自立相談支援等

により、各分野での地域における生活を支える拠点を構築し、専門職がサポート

する体制を構築する。 

 

第６ 自立した生活の実現と暮らしの安心確保 

支え手側と受け手側が常に固定しているのではなく、皆が役割を持ち、支え合いながら、自

分らしく活躍できる「地域共生社会」の実現、生活困窮者の自立・就労支援等の推進及び生

活保護制度の適正実施、自殺対策の推進などにより、自立した生活の実現と暮らしの安心を

確保する。 

１ 「地域共生社会」の実現に向けた新たなシステムの構築 

        ２７９億円（２３６億円） 
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（２）地域の支え合いの再生・活性化     ３２億円（６．９億円） 
住民に身近な圏域で、住民が主体的に地域課題を把握して解決を試みる体制づく

りを支援する。 

 
① 住民による地域福祉活動体制の強化【新規】【推進枠】   ２０億円 

小中学校区等の住民の身近な圏域で、コミュニティーソーシャルワーカー

（CSW）等の専門職によるバックアップのもと、地域課題の把握、住民団体等に

よるインフォーマル活動への支援、公的な相談支援機関等との課題の共有を行い、

住民が主体的に地域課題を把握し、解決を試みることができる体制を構築する。 

 
② 多様な地域の支え合いの再生、活性化支援【一部新規】【一部推進枠】 
        １２億円（６．９億円） 

住民に身近な圏域での地域の支え合いの再生・活性化を図る観点から、障害者

等やその家族、地域住民等が自発的に行う交流会活動や孤立防止活動等の支援、

介護保険の生活支援コーディネーターによる地域の多様な主体間の情報共有や連

携体制づくり、担い手やサービスの開発、自殺対策において早期対応の中心的役

割を果たす「ゲートキーパー」の養成、ボランティア休暇等の普及、地域の健康

増進活動支援、インフォーマル活動の活性化や人材の発掘等により、地域におけ

る顔の見える関係づくりや地域課題の共有、孤立防止等の課題解決に向けた取組

を支援する。 

 
（３）多様な活躍・就労の機会の確保、就労支援の推進（受け手から支え手へ）【一部新規】

【一部推進枠】      ２３６億円（２２４億円） 
地域社会と密接に連携した、生活困窮者、生活保護受給者、高年齢者、若年無業

者、障害者、がん・難病患者等の多様な活躍・就労の機会の確保や就労支援の体制

を整備する。 
 
（４）民間事業者と協働して行う地域福祉・健康づくり事業の実施【新規】 １．５億円 

地域の福祉・医療ニーズが多様化・複雑化する中、民間の資金やノウハウを活用

した地域の社会的課題への対応（「ソーシャル・インパクト・ボンド（SIB）」の手

法の活用）について検討を行う。 

 
 
 
 
 
（１）生活困窮者自立支援制度の着実な推進及び生活保護制度の適正実施 

        ２兆９，９８３億円（２兆９，５１３億円） 

２ 生活困窮者の自立・就労支援等の推進及び生活保護制度の 

適正実施        ３兆７２億円（２兆９，５８１億円） 
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① 生活困窮者等に対する自立支援【一部新規】【一部推進枠】 
       ４２９億円（４００億円） 
平成 27 年度から施行された生活困窮者自立支援法に基づき、いわゆる「第２の

セーフティネット」を強化するものとして、複合的な課題を抱える生活困窮者に

対し、包括的な相談支援や就労支援等により生活困窮者の自立をより一層促進す

るとともに、生活困窮者支援を通じた地域づくりを推進する。 

 
ア 子どもの学習支援事業の強化【一部新規】【一部推進枠】（再掲・３０ページ参

照）        ４４億円（３３億円） 
 

イ 生活困窮者自立支援制度における居住支援の取組強化 
    生活困窮者自立相談支援事業費等負担金（２１８億円）の内数 
生活困窮者が直面している賃貸住宅の入居・居住に係る困難な課題を解決す

るため、物件探し等の個別支援、保証・見守りサービスの情報収集、家賃保証

や緊急連絡先の引き受けを行う社会福祉法人等の受け皿開拓など、オーダーメ

イドの居住支援コーディネートを行う。 

 
ウ 生活困窮者等の就労準備支援の充実【新規】【推進枠】  ８．７億円 

複合的な課題を抱え直ちに就職することが困難な生活困窮者等に対し、障害

者に対する就労支援のノウハウの活用による専門的な支援を通じて、就労・定

着の促進を図る。 

 
エ 生活困窮者自立支援試行的事業の実施【新規】【推進枠】   １５億円 

生活困窮者自立支援制度の更なる推進を図るため、各自治体の試行的な取組

に対して補助を行い、その効果を検証する。 

 
② 新たな生活困窮者自立支援制度を担う人材養成等の実施 

       ８６百万円（８５百万円） 
生活困窮者の自立に向けた包括的かつ継続的な支援を担う相談支援員等の養成

の促進等を通じて、支援の質の向上を図る。 

 
③ 生活保護制度の適正実施 

ア 生活保護に係る国庫負担    ２兆９，０７４億円（２兆８，７１１億円） 
生活保護を必要とする人に対して確実に保護を実施するため、生活保護制度

に係る国庫負担に要する経費を確保する。また、今後とも生活保護制度が国民

の信頼に応えられるよう、就労による自立支援の強化等を進める。 
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イ 医療扶助の適正実施の更なる推進【新規】【推進枠】   ５３億円 

   生活保護受給者について、頻回受診等の適正受診指導、後発医薬品の使用促

進、長期入院患者等の退院支援等の取組を PDCA サイクルで効果的に実施する地

方自治体を支援する等により、医療扶助の適正化を推進する。 

 
（２）生活困窮者に対する就労支援の強化等【一部新規】【一部推進枠】（再掲・６５ペー

ジ参照）        ８９億円（６８億円） 
 
 
 
 
（１）地域医療介護総合確保基金による総合的・計画的な介護人材確保の推進（社会保障

の充実）（再掲・４７ページ参照） 
地域の実情に応じた総合的・計画的な介護人材確保対策を推進するため、介護事

業所におけるインターンシップ等の導入支援や、介護事業所におけるメンタルヘル

スケアの充実及び休暇取得促進に必要な代替要員の確保による働きやすい職場づく

りに向けた支援など、介護人材の「参入促進」、「労働環境・処遇の改善」、「資質の

向上」を図るための多様な取組を支援する。 

 
（２）介護人材の機能の明確化やキャリアアップの推進等に向けたモデル的な取組の実施

【新規】          １億円 
多様な人材の活用と人材育成を図るため、介護事業所における介護職員間の業務

分担の推進や、介護福祉士の専門性を高めるための研修プログラムの策定に向けた

モデル事業を実施する。 

 
（３）社会福祉法人の創意工夫による多様な福祉サービスの展開【新規】【推進枠】 

           ２４億円 
国民の多様な福祉ニーズに対応し、社会福祉法人の創意工夫による多様な福祉サ

ービスが展開されるよう、職員の人材育成や経営労務管理体制の強化、改正社会福

祉法による社会福祉充実計画に基づく事業の推進等の取組を支援する。 

 
（４）ハローワークにおける人材確保支援の充実（再掲・５９ページ参照） 

          １７億円（１７億円） 
介護分野における人材確保のため、全国の主要なハローワークに設置された「福

祉人材コーナー」を拡充するとともに、関係機関との連携強化を図るなど、就職支

援の取組を強化する。 

 
 

３ 福祉・介護人材確保対策等の推進   １０７億円（８１億円） 
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（１）地域自殺対策強化交付金      ２５億円（２５億円） 

平成 28 年４月から施行された「改正自殺対策基本法」に基づき、地域自殺対策強

化交付金により、地域レベルでの実践的な自殺対策の取組を支援する。 

 
（２）自治体における自殺対策計画の策定支援【一部推進枠】 ４．２億円（１．６億円） 

「改正自殺対策基本法」において全ての都道府県及び市町村に自殺対策計画の策

定が義務付けられたことを踏まえ、「地域自殺対策推進センター」の全ての都道府

県・指定都市への早期設置に向けて取り組むとともに、自治体における自殺対策計

画の早期策定に向けた支援を行う。 

 
（３）民間団体と連携した自殺対策の推進等     ２億円（２億円） 

「自殺総合対策推進センター」において、学際的な観点から関係者が連携して自

殺対策の PDCA サイクルに取り組むためのエビデンスの提供や、民間団体を含めた

地域の自殺対策の支援について、機能を強化する。 
 また、全国的な活動を行う民間団体が行う自殺対策事業に対する支援を行うほか、

自殺予防週間及び自殺対策強化月間において国、地方公共団体、民間団体等が連携

した啓発活動等を実施する。 

 
 
 
 
 
 
（１）戦傷病者・戦没者遺族等の援護    １２１億円（１３５億円） 

戦傷病者及び戦没者遺族等の援護のため、援護年金等について必要な経費を措置

する。 

 
（２）戦没者遺骨収集・次世代継承の促進     ２３億円（２２億円） 

① 遺骨収集事業の推進       ２３億円（２１億円） 
 平成 28 年 4 月に施行された、「戦没者の遺骨収集の推進に関する法律」及び、

同法に基づき閣議決定された「基本計画」を踏まえ、厚生労働省が指定した法人

を活用しつつ、現地調査体制の拡充等、遺骨の情報収集に集中的に取り組み、遺

骨収集事業の推進を図る。 

 

４ 自殺対策の推進       ３２億円（３０億円） 

５ 戦傷病者・戦没者遺族、中国残留邦人等の援護など 

        ２７４億円（２７８億円） 
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② 次世代継承の促進     ３２百万円（３０百万円） 
 先の大戦の記憶を次世代へ継承するため、戦後世代の語り部の育成、中国残留

邦人等の証言映像の作成等を行う。 

 
（３）中国残留邦人等の援護など    １１１億円（１０６億円） 

① 中国残留邦人等の介護に係る環境整備【新規】【推進枠】  １．１億円 
高齢化する中国残留邦人等の特別な事情を理解し、適切な介護サービスを提供

できる人材を育成するとともに、中国残留邦人等が安心して介護サービスを利用

できる環境を整える。 

 
② 中国残留邦人等援護の着実な実施など  １１０億円（１０６億円） 

中国残留邦人等への援護を着実に実施するほか、抑留者関係資料の取得及び特

定作業を引き続き促進する。 
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（１）良質な障害福祉サービスの確保     １兆３０２億円（９，７０１億円） 

障害児・障害者が地域や住み慣れた場所で暮らすために必要な障害福祉サービス

を総合的に確保する。また、障害福祉人材の処遇について、介護人材と同様の考え

方に立って、予算編成過程で検討する。 

 
（２）障害児の発達を支援するための療育などの確保  

         １，７６８億円（１，４５８億円） 
障害のある児童が、できるだけ身近な地域で、障害の特性に応じた療育などの支

援を受けられるよう、必要な経費を確保する。 

 
（３）地域生活支援事業の着実な実施【一部新規】【一部推進枠】 

        ４８４億円（４６４億円） 
意思疎通支援や移動支援など障害児・障害者の地域生活を支援する事業について、

必要額を確保しつつ、事業の着実な実施を図る。 

 
（４）障害児・障害者への福祉サービス提供体制の基盤整備【一部推進枠】 

         １００億円（７０億円） 
一億総活躍社会の実現に向けて障害児・障害者が地域で安心して生活し、それぞ

れの能力を発揮できるよう、就労移行支援、就労継続支援事業等を行う日中活動系

事業所やグループホーム等の整備促進を図るとともに、障害児支援の充実を図るた

め、地域の障害児支援の拠点となる児童発達支援センター等の整備やきめ細やかな

支援を行うための小規模な形態による体制の整備を推進する。 

 
（５）障害児・障害者への良質かつ適切な医療の提供  

         ２，３２６億円（２，３０１億円） 

第７ 障害者支援の総合的な推進 

障害児・障害者の社会参加の機会の確保と地域社会における共生を支援するため、障害

福祉サービスの充実、地域生活支援の着実な実施や就労支援、精神障害者や発達障害者な

どへの支援施策を推進する。 

１ 障害福祉サービスの確保、地域生活支援などの障害児・ 

障害者支援の推進   １兆７，１７２億円（１兆６，０９８億円） 
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心身の障害の状態を軽減し、自立した日常生活等を営むために必要な自立支援医

療（精神通院医療、身体障害者のための更生医療、身体障害児のための育成医療）

を提供する。 
また、自立支援医療の利用者負担のあり方については、引き続き検討する。 
さらに、日中一時支援及び障害児通所支援事業所等において医療的ケア児の受入

れを促進し、必要な支援の提供が可能となる体制を整備する。 

 
（６）障害者自立支援機器の開発の促進【一部新規】【一部推進枠】 

        ２．９億円（１．６億円） 
多様な障害者のニーズを的確にとらえた就労支援機器などの開発（実用的製品化）

の促進を図るとともに、開発企業に対する補助率の嵩上げを行う。 

 
（７）芸術文化活動の支援の推進【一部新規】【一部推進枠】 

        ３．６億円（１．５億円） 
芸術文化活動を通した障害者の社会参加を一層推進するため、障害者の芸術文化

活動への支援方法や著作権の権利保護等に関する相談支援などを全国に展開するた

めの支援等を実施する。 

 
 
 
 
 
 
（１）精神障害者の地域移行・地域定着支援の推進【一部新規】【一部推進枠】 

        ４．８億円（４９百万円） 
       地域生活支援事業（４８４億円）の内数 
    障害児・障害者への福祉サービス提供体制の基盤整備（１００億円）の内数 
「入院医療中心から地域生活中心へ」という基本理念に基づき、都道府県におい

て、精神障害者の地域移行を支援する体制を整備するため、広域調整及び関係機関

との連携等を一層推進する。 
さらに、「長期入院精神障害者の地域移行に向けた具体的方策に係る検討会」の取

りまとめで提示された精神障害者の地域移行方策及び病院の構造改革に係る取組を

総合的に実施するとともに精神科病院からの退院患者を受け入れるグループホーム

の整備を図り、その取組を共有し、精神障害者の退院促進や地域定着を推進する。 
また、難治性患者に対して専門的な治療を実施するために、医療機関間のネット

ワークの構築等による支援体制のモデル事業を行う。 

 
 

２ 地域移行・地域定着支援などの精神障害者施策の推進 

       ２２０億円（２０５億円） 
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（２）精神科救急医療体制の整備      １６億円（１４億円） 
精神疾患のある救急患者や、精神疾患と身体疾患を併発している救急患者が、地

域で適切に救急医療を受けられるよう、引き続き体制を整備する。 

 
（３）災害時心のケア支援体制の整備    ６３百万円（３１百万円） 

大規模自然災害・事故等における心のケアの対策を推進するため、災害派遣精神

医療チーム（DPAT）の司令塔機能の充実を図るなど、災害等発生時の危機管理体

制の強化を図る。 
また、災害等によるストレス関連疾患に係るエビデンスの蓄積・分析など心のケ

アに関する情報支援体制・分析基盤の整備を図り、地方自治体や関係機関に質の高

い情報を提供する。 

 
（４）心神喪失者等医療観察法の医療提供体制の確保など １９０億円（１８６億円） 

心神喪失者等医療観察法を円滑に運用するために、指定入院医療機関の確保や通

院医療を含む継続的な医療提供体制を引き続き整備するとともに、災害発生時の医

療体制について実効性のあるガイドラインを作成する。 
また、指定医療機関の医療従事者等を対象とした研修や指定医療機関相互の技術

交流等のほか、さらなる医療の質の向上等を図るため、治療・退院が困難である者

が入院している指定入院医療機関に対して専門家を派遣する。 

 
（５）依存症対策の推進【一部推進枠】（再掲・７３ページ参照） 
        ５．３億円（１．１億円） 
 
 
 
 
（１）発達障害児・発達障害者の地域支援機能の強化  

       地域生活支援事業（４８４億円）の内数 
乳幼児期から成人期までの一貫した発達障害に係る支援体制の整備や、困難ケー

スへの対応、適切な医療の提供に資するため、地域の中核である発達障害者支援セ

ンター等に発達障害者地域支援マネージャーを配置し、市町村や事業所等への支援、

医療機関との連携強化を図る。 
また、都道府県等において、ペアレント・プログラム（※１）等を通じた家族支

援体制の整備や発達障害特有のアセスメントツール（※２）の導入を促進する研修

等を実施する。 
さらに、発達障害者支援法の改正を踏まえ支援に当たる関係者等が相互の連絡を

図ることにより、地域における発達障害者の支援体制に関する課題について情報を

共有し、関係者等の連携の緊密化を図るとともに、地域の実情に応じた体制整備に

３ 発達障害児・発達障害者の支援施策の推進 ２．１億円（２億円） 
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ついて協議する発達障害者支援地域協議会の設置について推進する。 
※1  ペアレント・プログラム：親が、自分の子どもの行動を観察して発達障害

の特性を理解したり、適切な対応をするための知識や方法を学ぶための簡易

なプログラム 
※2  アセスメントツール：発達障害を早期発見し、その後の経過を評価するた

めの確認票のこと 

 
（２）発達障害児・発達障害者の支援手法の開発や支援に携わる人材の育成など 

          ２億円（１．９億円） 

① 支援手法の開発、人材の育成    １．４億円（１．３億円） 
発達障害者等を支援するための支援手法の開発、関係する分野との協働による

支援、切れ目のない支援等を整備するためのモデル事業を実施する。その際、発

達障害者支援法の改正を踏まえ新たに発達障害者の社会生活等の安定を目的とし

て、当事者同士の活動や当事者、その家族、地域住民等が共同で行う活動に対す

る効果的な支援手法の開発及びライフステージを通じて、切れ目なく発達障害者

の支援を効果的に行うため、医療、保健、福祉、教育、労働等の分野間で連携し

た支援手法の開発を行う。 
また、国立障害者リハビリテーションセンター等で、発達障害者の就労移行に

関する支援を行うとともに、発達障害者等支援の地域マネジメントに携わる者や

強度行動障害者支援に携わる者に対する研修を行い、人材の専門性の向上に取り

組む。 
さらに、発達障害における早期発見・早期支援の重要性に鑑み、かかりつけ医

等の医療従事者に対して、対応力向上研修を実施し、どの地域においても一定水

準の発達障害の診療、対応が可能となるよう医療従事者の育成に取り組む。 

 
② 発達障害に関する理解の促進    ６０百万円（５３百万円） 

全国の発達障害者支援センターの中核拠点としての役割を担う、国立障害者リ

ハビリテーションセンターに設置されている「発達障害情報・支援センター」で、

発達障害に関する各種情報を発信し、支援手法の普及や国民の理解の促進を図る。

さらに、「発達障害情報・支援センター」の機能強化を図るとともに、新たに全国

の研究者、有識者及び団体等と連携して、先進的研究やその活用による支援の情

報分析及び情報発信を行うことにより、全国の発達障害者支援の質的・量的な向

上及び地域差の解消を図る。 
また、「世界自閉症啓発デー」(毎年４月２日) などを通じて、自閉症をはじめ

とする発達障害に関する正しい理解と知識の普及啓発を行う。 

 
 

－86－



（３）発達障害の早期支援    地域生活支援事業（４８４億円）の内数 
市町村で、発達障害等に関して知識を有する専門員が保育所等を巡回し、施設の

スタッフや親に対し、障害の早期発見・早期対応のための助言等の支援を行う。 

 
 
 
 
（１）精神障害・発達障害・難病患者など多様な障害特性に応じた就労支援の推進【一部

新規】【一部推進枠】（再掲・６４ページ参照）    ５２億円（４０億円） 
 
（２）障害者及び企業への職場定着支援の強化（再掲・６５ページ参照）  

          ９１億円（８３億円） 
 
（３）就労支援事業所等で働く障害者への支援【一部推進枠】 １０億円（９．８億円） 

① 工賃向上等のための取組の推進   ２．３億円（２．３億円） 
 一般就労が困難な障害者の自立した生活を支援する観点から、就労継続支援 B
型事業所などに対し、経営改善や商品開発、市場開拓等に対する支援を行うとと

もに、在宅障害者に対する ICT を活用した就業支援体制の構築に向けたモデル事

業を実施する。 
 また、共同受注窓口における関係者による協議体を設置し、企業等と障害者就

労施設等との受発注のマッチングを促進することにより、障害者就労施設等に対

する官公需や民需の増進を図る。 

 
② 障害者就業・生活支援センターによる働く障害者への生活面の支援などの推進 

       ８．２億円（７．５億円） 
就業に伴う日常生活の支援を必要とする障害者に対し、窓口での相談や職場・

家庭訪問等による生活面の支援などを実施する。 
また、就労継続支援事業の利用から一般就労への移行や、加齢や重度化による

一般就労から就労継続支援事業の利用への移行など障害者の能力に応じた就労の

場に移行できるようにするための支援を行う。 

 
（４）農福連携による障害者の就農促進【推進枠】  ２．１億円（１．１億円） 

農業分野での障害者の就労を支援し、障害者の職域拡大や収入拡大を図るととも

に、農業の担い手不足解消につなげるため、障害者就労施設へ農業の専門家の派遣、

農業に取り組む障害者就労施設によるマルシェの開催等の支援を実施する。 

 
 

４ 障害者への就労支援の推進   １５６億円（１３４億円） 
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（５）障害者の介護人材等育成支援【新規】【推進枠】   ３０百万円 
   障害者の介護事業所等への就職を支援するとともに、介護人材等の確保にも資す

るよう、知的障害者や精神障害者などを対象とした研修カリキュラムの策定及び研

修の実施、ハローワークと連携した研修受講後の就職支援等を実施し、福祉の担い

手となることに向けた取組を推進する。  
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